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1. 令和7年3月期第1四半期の連結業績（令和6年4月1日～令和6年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

7年3月期第1四半期 526 22.5 2 ― △3 ― △8 ―

6年3月期第1四半期 429 13.0 △19 ― △34 ― △32 ―

（注）包括利益 7年3月期第1四半期　　△8百万円 （―％） 6年3月期第1四半期　　△32百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

7年3月期第1四半期 △1.04 ―

6年3月期第1四半期 △4.16 ―

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

7年3月期第1四半期 3,287 2,093 63.7

6年3月期 3,381 2,181 64.5

（参考）自己資本 7年3月期第1四半期 2,093百万円 6年3月期 2,181百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

6年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00

7年3月期 ―

7年3月期（予想） 0.00 ― 10.00 10.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 令和 7年 3月期の連結業績予想（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,158 29.1 515 3.6 541 0.1 433 0.2 54.76

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注)詳細は、添付資料P７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計
処理に関する注記）」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(注)詳細は、添付資料P７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更に関する注記）」をご覧く
ださい。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 7年3月期1Q 8,190,000 株 6年3月期 8,190,000 株

② 期末自己株式数 7年3月期1Q 280,300 株 6年3月期 280,300 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 7年3月期1Q 7,909,700 株 6年3月期1Q 7,909,766 株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料P３「１．経営成績等の概況　（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧く
ださい。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

　当第１四半期連結累計期間におけるサイバー・セキュリティ業界は、ランサムウェアや不正アクセスなどのサイ

バー攻撃被害が国内外で続き、国民生活や社会経済に影響を与える事例が増加しています。また、世界的に重要イ

ンフラに影響を与えるサイバー攻撃が増加傾向にあるなど、サイバー攻撃の脅威は加速度的に高まっています。こ

のような情報の窃取やインフラ機能の破壊を試みるサイバー攻撃は日常的に発生しており、中には国家がサイバー

攻撃者を組織し、政治的または軍事的目的を達成するために行われていると見られるものもあり、サイバー領域に

おいては有事と平時の境目が曖昧なものになっています。こうした環境を背景に、政府は自衛隊があらゆる段階に

おいてもシームレスに活動できるよう、宇宙・サイバー・電磁波の新領域における陸海空自衛隊の一元的な指揮を

行う「統合作戦司令部」を令和６年度中に新設する計画である他、内閣サイバーセキュリティセンター（NISC）の

発展的解消によってサイバー安全保障を一元的に総合調整する新組織の設置準備が進められており、サイバー安全

保障における防衛能力強化や柔軟な防衛体制の構築が進められています。

　このような環境の中、当第１四半期連結累計期間の経営成績は以下のとおりとなりました。

○サイバー・セキュリティ事業

（ナショナルセキュリティセクター）

　ナショナルセキュリティセクターにおきましては、国際情勢の緊張と比例してサイバー攻撃のリスクが高まっ

ており、サイバー領域における安全保障は重要な課題となっています。我が国においては、防衛三文書によって

示された防衛力の抜本的強化に向けた取り組みが急速に進んでおり、引き続き需要が拡大しています。当社グル

ープにおいては、防衛産業及び関連組織向けにセキュリティ調査・研究案件を中心に実施した他、高度なスキル

を持つ技術者の育成及び採用の強化など、ナショナルセキュリティセクターの中長期に渡る需要増加を取り込め

る体制構築を進めております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間におけるナショナルセキュリティセクターの売上高は104,534千円（前

年同期比12.1％増）となりました。

（パブリックセクター）

　パブリックセクターにおきましては、経済安全保障の実現に向けた各省庁の取り組みを背景に、セキュリティ

調査・研究などの案件が大幅に増加しています。当社グループにおいては、NICTの推進する実証事業のサポート

の他、官公庁を中心にセキュリティ調査・研究などサービス案件を実施しました。また、パブリックセクターに

特化したチームによる販売活動や、官公庁や地方自治体への販売に強みを持つ販売パートナーとの連携強化によ

る、OEM製品及びマネージドサービスの提供など販売拡大施策を進めております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間におけるパブリックセクターの売上高 は149,962千円（前年同期比

74.1％増）となりました。

（プライベートセクター）

　プライベートセクターにおきましては、引き続き戦略的販売パートナーとの連携強化を進めた結果、FFRI 

yaraiのOEM製品の販売が好調に推移しライセンス数は微増となりました。サービス案件につきましては、「ＦＦ

ＲＩセキュリティ　マネージド・サービス」の販売を進めた他、セキュリティ情報提供等を実施しました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間におけるプライベートセクターの売上高は144,724千円（前年同期比

1.4％増）となりました。

○ソフトウェア開発・テスト事業

　ソフトウェア開発・テスト事業におきましては、品質保証業務を中心に堅調に推移した他、将来的なサイバー・

セキュリティ関連業務の提供に向けた人材の育成を進めております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間におけるソフトウェア開発・テスト事業の売上高は127,031千円（前年同

期比18.0％増）となりました。

　その他、ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社との合弁会社である株式会社エヌ・エフ・ラボラトリーズにおき

ましては、案件増加に伴い人材の確保・育成を積極的に進めた結果人件費が増大しており、持分法による投資損失

9,036千円（前年同期は持分法による投資損失18,212千円）を計上しております。
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　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高526,252千円（前年同期比22.5％増）、営業利益

2,176千円（前年同期は営業損失19,531千円）、経常損失3,828千円（前年同期は経常損失34,526千円）、親会社株

主に帰属する四半期純損失8,256千円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失32,938千円）となりまし

た。

　なお、当社グループは事業拡大に向けてセキュリティエンジニアを中心に増員を進めているため、人件費が先行

して発生している他、売上高に占めるセキュリティ・サービスの割合が増加しているため、売上高が下期に集中す

る傾向にありますが、期初の計画通りに進捗しております。

（２）当四半期の財政状態の概況

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産は2,627,166千円となり、前連結会計年度末に比べ172,240千円減

少いたしました。主な減少要因は売上債権の回収による売掛金の減少577,763千円と契約資産の増加178,064千円に

よる売掛金及び契約資産の減少399,699千円等であります。主な増加要因は現金及び預金の増加211,584千円等であ

ります。固定資産は660,374千円となり、前連結会計年度末に比べ78,707千円増加いたしました。主な増加要因は

出資金の増加80,000千円等による投資その他の資産の増加73,583千円、無形固定資産の増加7,710千円でありま

す。主な減少要因は有形固定資産の減少2,586千円であります。

　この結果、総資産は、3,287,540千円となり、前連結会計年度末に比べ93,533千円減少いたしました。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債は1,180,700千円となり、前連結会計年度末に比べ6,196千円減少

いたしました。主な減少要因は未払法人税等の減少84,193千円、未払消費税等の減少29,963千円等であり、主な増

加要因はセキュリティ・プロダクトにおける契約の増加等による契約負債の増加95,068千円、未払費用の増加

4,362千円等であります。固定負債は12,964千円となり、前連結会計年度末に比べ16千円増加いたしました。主な

増加要因は資産除去債務の増加16千円であります。

　この結果、負債合計は、1,193,664千円となり、前連結会計年度末に比べ6,179千円減少いたしました。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は2,093,876千円となり、前連結会計年度末に比べ87,353千円

減少いたしました。主な減少要因は親会社株主に帰属する四半期純損失の計上による利益剰余金の減少8,256千

円、剰余金の配当による利益剰余金の減少79,097千円によるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　業績予想につきましては、令和６年５月14日の「令和６年３月期　決算短信」で公表いたしました通期の業績予

想から変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（令和６年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（令和６年６月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,078,731 2,290,316

売掛金及び契約資産 675,558 275,859

製品 204 462

仕掛品 - 1,152

前払費用 32,862 48,453

その他 15,835 14,708

貸倒引当金 △3,786 △3,786

流動資産合計 2,799,406 2,627,166

固定資産

有形固定資産 44,791 42,205

無形固定資産

のれん 101,303 97,810

商標権 25 17

ソフトウエア 11,744 22,955

無形固定資産合計 113,072 120,783

投資その他の資産

投資有価証券 328,589 319,553

その他 95,213 177,832

投資その他の資産合計 423,802 497,385

固定資産合計 581,667 660,374

資産合計 3,381,074 3,287,540

負債の部

流動負債

買掛金 13,100 11,445

未払金 35,428 37,779

未払費用 15,641 20,004

未払法人税等 92,982 8,788

未払消費税等 70,719 40,755

賞与引当金 8,450 11,375

預り金 35,576 34,838

契約負債 914,997 1,010,065

その他 - 5,648

流動負債合計 1,186,896 1,180,700

固定負債

資産除去債務 12,947 12,964

固定負債合計 12,947 12,964

負債合計 1,199,843 1,193,664

純資産の部

株主資本

資本金 286,136 286,136

資本剰余金 261,136 261,136

利益剰余金 2,056,536 1,969,182

自己株式 △422,578 △422,578

株主資本合計 2,181,230 2,093,876

純資産合計 2,181,230 2,093,876

負債純資産合計 3,381,074 3,287,540

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
（自　令和５年４月１日

至　令和５年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　令和６年４月１日

至　令和６年６月30日）

売上高 429,660 526,252

売上原価 179,610 227,122

売上総利益 250,049 299,129

販売費及び一般管理費 269,581 296,953

営業利益又は営業損失（△） △19,531 2,176

営業外収益

受取手数料 2,948 3,007

その他 268 24

営業外収益合計 3,217 3,031

営業外費用

持分法による投資損失 18,212 9,036

営業外費用合計 18,212 9,036

経常損失（△） △34,526 △3,828

税金等調整前四半期純損失（△） △34,526 △3,828

法人税等 △1,587 4,428

四半期純損失（△） △32,938 △8,256

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △32,938 △8,256

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
（自　令和５年４月１日

至　令和５年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　令和６年４月１日

至　令和６年６月30日）

四半期純損失（△） △32,938 △8,256

四半期包括利益 △32,938 △8,256

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △32,938 △8,256

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益又は税引前当期純損

失に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理

性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

- 7 -

㈱ＦＦＲＩセキュリティ(3692)　令和７年３月期第１四半期決算短信



（単位：千円）

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額

（注）２サイバー・セキュリ
ティ事業

ソフトウエア開発・
テスト事業

売上高

外部顧客への売上高 322,012 107,647 429,660 － 429,660

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 4,578 4,578 △4,578 －

計 322,012 112,225 434,238 △4,578 429,660

セグメント利益又は損失

（△）
△6,604 7,518 913 △20,445 △19,531

（単位：千円）

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額

（注）２サイバー・セキュリ
ティ事業

ソフトウエア開発・
テスト事業

売上高

外部顧客への売上高 399,221 127,031 526,252 － 526,252

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 10,784 10,784 △10,784 －

計 399,221 137,815 537,036 △10,784 526,252

セグメント利益又は損失

（△）
10,708 12,038 22,747 △20,571 2,176

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　令和５年４月１日　至　令和５年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△20,445千円には、報告セグメントに配分されていない全社費用△20,445千

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△20,571千円には、報告セグメントに配分されていない全社費用△20,571千

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　当第１四半期連結累計期間において、79,097千円の剰余金の配当を行っております。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間
（自　令和５年４月１日

至　令和５年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　令和６年４月１日

至　令和６年６月30日）

減価償却費 7,027千円 6,081千円

のれんの償却額 3,493千円 3,493千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

令和６年８月13日

株式会社ＦＦＲＩセキュリティ

取締役会　御中

アスカ監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 坂井　義和

指定社員
業務執行社員

公認会計士 石渡　裕一朗

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社ＦＦＲＩセキュリティの令和６年４月１日か

ら令和７年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（令和６年４月１日から令和６年６月30日まで）及び

第１四半期連結累計期間（令和６年４月１日から令和６年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRL データ及び HTML データは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されて

いないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性

に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論

を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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